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特集：広告規制の緩和
規制改革推進３か年計画の見直し（平成14年3月29日閣議決定）に基づき、医療機関における広

告規制が大幅に緩和され本年４月１日から適用されることとなりました。

政府は、医療に関する情報開示を進め、患者の選択の拡大を図ることにより我が国の医療を一

層質の高いものとしていくことが重要な柱であると位置付けており、これまでも医療機関にお

いて広告可能な事項の拡大を進めてきました。

今回は、これまでに行われた規制緩和の流れについて簡単に振り返ってみるとともに、今回の

改正の内容・留意点等についてお知らせします。

今回の改正で緩和された項目

○医療の内容に関する情報 ○医療機関に対する評価
専門医の認定・分娩件数・治療方法 (財)日本医療機能評価機構の個別評価結果

平均在院日数・手術件数・疾患別患者数

○医療機関の構造設備・人員配置に関する情報 ○医療機関の運営に関する情報
医師・看護師等の患者数に対する配置割合 病床利用率・外部監査・理事長の略歴

売店、食堂、一時保育サービス等 患者サービスの提供体制に係る評価 (ISO9000S)

○医療機関の体制整備に関する情報 ○その他
セカンドオピニオンの実施 医療機関のホームページアドレス

症例検討会の開催 次に掲げる医療機関である旨

電子カルテの導入 公害健康被害の補償等に関する法律の公害医療機関

入院診療計画の導入 小児救急医療拠点病院・エイズ治療拠点病院

患者相談窓口の設置 特定疾患治療研究事業を行っている病院 等

医療安全のための院内管理体制

これまでの規制緩和の流れ

制定当時(昭和23年) 平成４年改正 平成９年改正 平成13年改正

○医師･歯科医師である旨

○診療科名

○病院等の名称

電話番号

所在地

○診療に従事する医師

歯科医師の氏名

○診療日、又は診療時間

○入院設備の有無

○保険医療機関

救急病院等

など

以下の項目を追加

○院内案内(病院の場合)

○療養型病床群の有無

○開放型病院、紹介外来

型病院、緩和ケア病棟

の有無

○予約診察、休日診療

往診の実施

○他の医療機関への紹介

の実施

○訪問看護の実施

など

以下の項目を追加

○在宅医療の実施

○入院患者に対して提供

する役務

○医師、看護婦等の員数

○病床数、病室数

○病室、機能訓練室等に

関する事項

○併設施設の名称

など

以下の項目を追加

○診療録その他の診療に

関する諸記録に係る情

報を提供していること

○(財)日本医療機能評価

機構が行う医療機能評

価の結果

○治験に関する事項

○医師、歯科医師の略歴

年齢、性別

○共同利用することがで

きる医療機器
など



改正の要点

○専門医の認定
今回の緩和項目のひとつに「専門医資格」の広告がありますが、「専門医資格」を広告するためには、団体（学会）による手続き

が必要であり、個々の医師や医療機関が独自の判断で広告することはできません。

なお、要件については『医療機関が、常時診療に従事する医師について、いわゆる「専門医資格」を広告することができるのは、

その団体が、①下記の基準を満たしており、かつ②厚生労働大臣に届出を行い、さらに③その届出が厚生労働省の審査を経て受理

された場合に限られる』となっており、事前に学会のホームページで確認を行う等の注意が必要です。

「専門医資格」広告のフローチャート

団体(学会) 厚生労働省

基準適合

基準不適合 届出不受理

医学医術に

関する団体

○治療方法、手術件数等

治療方法 広告内容の客観性を確保する観点から、診療報酬点数表において認められている名称に限ります。

手術件数 広告内容の客観性を確保する観点から、診療報酬点数表で認められている手術に限ります。ただし、手術件
数を広告する場合は、年報等を作成して公表する等広告する内容について容易に検証できるようにすることを
条件とします。

分娩件数 いずれについても、広告する場合は、年報等を作成して公表する等広告する内容について容易に検証できる
平均在院日数 ようにすることを条件とします。

患者数 ※入院外来別、疾患別の広告も可能。ただし、患者数を広告する場合は年報等を作成して公表する等広告す
る患者数について容易に検証できるようにすることを条件とします。

※また、疾患別患者数を公表する場合は、診療報酬点数表において「診療録管理体制加算」の施設基準が認
められていることを条件とします。
【参考】診療録管理体制加算の施設基準（平成12年厚生省告示第67号）

・患者に対し診療情報の提供が現に行われていること。
・診療記録の全てが保管及び管理されていること。
・1名以上の専任の診療記録管理者の配置その他診療記録管理を行うにつき必要な体制が整備さ

れていること。
・中央病歴管理室等、診療記録管理を行うにつき適切な施設及び設備を有していること。
・入院患者について疾病統計及び退院時要約が作成されていること。

＜医療情報室の目＞
★規制緩和と医療

元来、医療分野のサービスにおいては、医師と患者とでは持っている情報量に大きな格差があり、いわゆる情報の非対称性が

大きい等の理由から、通常のサービスと同様の市場原理が働かないという考え方がなされています。

総合規制改革会議をはじめとする政府の規制緩和推進論議の中では、医療の分野への市場原理導入とともに、広告規制につい

てもネガティブリスト化による原則広告の自由化が強く主張されていました。今後も広告できる項目が適宣緩和されることが予

想されますが、誇大広告等の不適切な広告により、患者側に誤解を与えトラブルを招くことのないよう、慎重で充分な議論が必

要であると考えます。

★この医療情報室レポートは、福岡市医師会インターネットホームページで閲覧・情報取得が可能です。
次のアドレスによりアクセスして下さい。

http://www.iijnet.or.jp/fma/jouhousitu/jouhousitu.html
※ご質問や何かお知りになりたい情報（テーマ）がありましたら医療情報室までお知らせ下さい。

(事務局担当 中道 5852-1501 FAX852-1510)
担当理事 江 頭 啓 介・長 柄 均・入 江 尚

②

審

査

①団体の基準
・学術団体として法人格を有している

・会員数が1000人以上であり、かつ、その８割以上

が医師である

・５年以上の活動実績を有し、かつ、その内容を公

表している

・外部からの問い合わせに対応できる体制が整備さ

れている

・専門医資格の取得条件を公表している

・資格の認定に際して５年以上の研修の受講を条件

としている

・資格の認定に際して適正な試験を実施している
・資格を定期的に更新する制度を設けている
・会員及び資格を認定した医師の名簿が公表され
ている

③ 届出受理
・団体名･専門医資格を
各都道府県に周知
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で公表

広告可能

広告不可

※但し、常時診療に
従事する医師のみ


